
水門・陸閘等の整備・管理のあり方（提言） 概要
～操作従事者の安全確保を最優先とする効果的な管理運用に向けて～

背景

○東日本大震災において、水門・陸閘等の操作に従事していた方が多数犠牲になった。
○操作従事者の安全確保を最優先とする効果的な管理運用体制の実現は喫緊の課題。

現状・課題 対応の方向性

場操作員 安全最優先 避 確（１）現場操作員の安全最優先の退避ルールの明確化
・退避ルールを定めても使命感の強い方は操作に従事し続ける傾向。

（２）統廃合・常時閉鎖と自動化・遠隔操作化等の促進
・利用面を考慮すると統廃合・常時閉鎖には限界がある

・管理システムにおいて現場操作員の危険時における退避ルールを明確
化し、操作従事者に周知徹底すべき。

・海岸管理者は、維持管理コスト等を低減する観点から統廃合・常時閉鎖
にまず取り組むとともに 自動化・遠隔操作化等を積極的に検討すべき・利用面を考慮すると統廃合・常時閉鎖には限界がある。

・コスト面も自動化・遠隔操作化等の促進が進まない理由の一要因。

（３）情報システムの構築・活用
・ＧＰＳ波浪計の観測データを、住民や現場操作員の避難に活用できる
可能性。

にまず取り組むとともに、自動化・遠隔操作化等を積極的に検討すべき。
・国は、自動化・遠隔操作化を緊急に促進する具体的方策を提示すべき。

・国と海岸管理者が情報伝達等に関して連携する場を設けることが必要。
・現場操作員への連絡手段のリダンダンシー(多重性)の確保を検討すべき。

（４）現場操作員の人材育成のための取組の実施
・現場操作員の安全確保と確実な水門・陸閘等の閉鎖を両立させるため、
現場操作員の対応力・判断力の向上は不可欠。

（５）管理委託のあり方の検討

・作業のマニュアル化、現場での操作方法の表示等の取組が重要。
・現場操作員に対する研修、技能訓練を実施することが必要。

・管理委託は 契約書等により 責任の所在等を明確にすべき（ ）管理委託のあり方の検討
・管理委託されているもののうち約19％は契約書等がなく、委託関係が
不明確。

（６）水門・陸閘等の構造上の工夫等の検討と技術基準の見直し
・東日本大震災では、構造の損壊により水門・陸閘等を閉操作できなかっ

・管理委託は、契約書等により、責任の所在等を明確にすべき。
・他方、地域の実情に応じた方式を検討していくことも必要。

・東日本大震災における構造上の課題等を、技術基準・同解説に反映す
ることを検討すべき

（７）技術開発・新技術の適用促進に向けた取組の実施
・海岸管理者は、適用事例の少ない新技術の導入に慎重にならざるを得
ず、優れた技術であっても普及が進まない。

た事例があった。 ることを検討すべき。

・新技術を活用し実用性を検証するモデル事業の実施等、新技術の普及
に向けた仕組み作りに積極的に取り組むべき。

○水門・陸閘等はとりわけハード・ソフトの組み合わせによる総合的な対策が重要な分野であり、総合的な検討を進めるべき。
○本提言において今後の方向性を示した退避ルール、管理委託のあり方等について、引き続き、具体化に向けた検討が必要。
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